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＊対ﾛ石油制裁、10兆円遮断…EU、戦費調達を阻止
　　　　　　　　　　　海上輸送分、禁輸で合意年内に「輸入9割停止」
欧州連合（EU）は5月30～31日の臨時首脳会議で、ﾛｼｱ産石油の大半を輸入禁止とする追加
制裁案に合意した。陸上ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ経由の一部を除いて禁輸し、2022年末までに輸入の9割を
止める。足元の状況から単純計算すると年間10兆円を超す支払いを断てることになる。ｳｸﾗｲ
ﾅ侵攻をやめないﾛｼｱの戦費を枯渇させたい考えだ。
⦿EUの対ﾛ追加制裁案の主な内容
　　①ﾛｼｱ産原油と石油製品の輸入禁止
　　　・約3分の2を占める海上輸送、陸上は当面除外。・年内9割禁輸
　　②最大手銀ｽﾞﾍﾞﾙﾊﾞﾝｸをSWIFTの決算網から排除
　　③3つのﾛｼｱ国営ﾒﾃﾞｨｱのEU域内で放送禁止
　　④ﾛｼｱ船舶に対する保険や再保険の提供禁止

＊中国経済、正常化遠く…5月景況感、3ヵ月連続で「縮小」
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｾﾞﾛｺﾛﾅ継続が重荷
中国企業の景況指数は5月も経済が「縮小」したことを示した。4～6月がﾏｲﾅｽ成長に沈むと
の予測も出る。危機感を強める政府は景気対策の徹底で成長を支える。ただ新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
の感染封じ込めの「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策が景気対策効果を相殺しかねず、経済正常化の道は遠い。
⦿中国政府の主な景気対策
『中小企業の資金繰り支援』＝①増値税還付を上澄み②社会保険納付年末まで延長③借入
の元利返済を年内は猶予④国有のﾋﾞﾙ賃料減免（ｻｰﾋﾞｽ業)。『消費のﾃｺいれ』＝①乗用車の
取得税半減②住宅ﾛｰﾝの政策金利引き下げ。『特定業界への支援』＝航空会社への支援・補
助

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　地熱発電拡充…国営石油、5000億円投じ出力倍増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　脱炭素、資源高が後押し
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの国営石油会社ﾌﾟﾙﾀﾐﾅが地熱発電の出力を倍増する。数年で最大40億㌦（約5千
億円）を投じ、130万kwと現在（67万kw）から大きく伸ばす。背景にあるのが国家戦略に掲げる
脱炭素化の加速だ。同国の発電の6割は石炭火力が占めており、地熱など再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
の引き上げが急務。足元の資源高騰も脱炭素の取り組みに拍車をかけそうだ。
・地熱資源　ｱｼﾞｱに豊富「日本、高効率設備で出遅れ」・・「環太平洋火山帯」に沿って地熱資
源は豊富だ。特に米国、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、日本が群を抜く。かって日本が主役だったが、高効率設備
では米国勢の後塵を排している。発電設備の容量でも米国、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにつぐ3位だ。

＊台湾企業「日本買い」の波…鴻海のｼｬｰﾌﾟ買収皮切り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次の狙いは自動車
台湾企業による「日本買い」が止まらない。2016年の鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業のｼｬｰﾌﾟ買収以
降、台湾勢は有望な自動車にもﾀｰｹﾞｯﾄを広げ、協業などで働きかけを強める。日本の技術獲
得に貪欲な台湾勢に対し、専門家は日本の台湾への警戒感が希薄だと警鐘を鳴らす。
・日本買い・・16年にｼｬｰﾌﾟを400億円で買収した。その後、雪崩を打ったように、日本企業の
買収が相次ぐ。18年、鴻海は東芝のﾊﾟｿｺﾝ事業を、19年はUMCが富士通の半導体三重工場
を買収。20年に華邦電子がﾊﾟﾅｿﾆｯｸHDの半導体事業工場を。同年にｱｯﾌﾟﾙの液晶ﾊﾟﾈﾙを生
産するｼﾞｬﾊﾟﾝﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ（JDI）の主力白山工場を買収した。こうして、台湾の電機・半導体業界
は、日本以上に世界で大きな存在感を発揮する。

＊台湾へ武器提供拡大…日米同盟「統合抑止力を重視」
　　　　　　　　　　　　　　　　　中国の脅威に対処
ｵｰｽﾃｨﾝ米国防長官は台湾に対する中国の脅威に合わせ、台湾軍への武器支援や訓練を拡
大する意向を表明。全ての戦闘で同盟国などと連携を深める「統合抑止力」を重視し「侵略の
ｺｽﾄや愚かさを極めて明確にする」と断言。中国抑止に向けて日本の役割増に期待を示した。
⦿ｵｰｽﾃｨﾝ米国防長官の発言ﾎﾟｲﾝﾄ
　・中国の脅威に応じ台湾への武器支援拡大。・統合抑止確立し、侵略のｺｽﾄ明確に。・日韓
の核の傘、米国の約束は鉄壁。・日米同盟の役割、任務、能力を近代化。・極超音速兵器に
大幅投資。・中国とｿﾛﾓﾝ諸島のの安保協定は憂慮すべき。・比のﾏﾙｺｽ政権と防衛協力を強
化。・ｵｰｶｽとｱｼﾞｱ諸国の防衛協力。・中国と対話ﾙｰﾄ確保
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＊ｲﾝﾄﾞ経済　回復陰り…1～3月、4､1%成長に減速
　　　　　　　　　　　　　　　　8年ぶり物価高重荷
ｲﾝﾄﾞ経済の回復基調に暗雲が垂れこめてきた。ｲﾝﾄﾞ政府が5月31日に発表した１～3月期の
実質成長率は4.1%と6四半期連続のﾌﾟﾗｽ成長ながら、ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻に伴う約8年ぶりの
物価高を背景に前四半期の5.4%より減速した。個人消費が弱含みで推移するなか、物価高を
抑えるための利上げが景気をさらに冷やすとの懸念がある。
・米ﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰは5月にｲﾝﾄﾞの22年度の実質成長率を当初予測の7.9%から7.6%に引き下げ
た。「ｲﾝﾌﾚが消費の低迷を招く」と警戒する。

＊北欧安保　EUに接近…ﾃﾞﾝﾏｰｸ、国民投票で賛成多数
　　　　　　　　　　　　　　　　　欧州　対ﾛ結束一段と
安全保障面で欧州と一定の距離を置いてきた北欧諸国が政策を相次ぎ転換。北大西洋条約
機構（NATO)に加盟申請したﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞとｽｳｪｰﾃﾞﾝに続き、ﾃﾞﾝﾏｰｸは1日の国民投票で欧州連
合（EU）の共通安全保障・防衛政策に参加する方針が固まった。ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻を機に自
国の安全への意識が高まり、NATOとEUを軸とした欧州の結束が一段と高まった。
⦿北欧3ヵ国の軍事力（予算＝国防予算、兵＝現役兵）
　ﾃﾞﾝﾏｰｸ➤予算＝54､2億㌦、兵＝1､54万人、戦車＝44、戦闘機＝47
　ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ➤予算＝59､6億㌦、兵＝1､925万人、戦車＝100、戦闘機＝107
　ｽｳｪｰﾃﾞﾝ➤予算＝83､6億㌦、兵＝1､46万人、戦車＝120、戦闘機＝96
（注）ﾛｼｱ➤軍事費77､11兆円、兵＝85万人、戦車＝1､2万、戦闘機＝770

＊拡大修正　本業回帰の難路…競合台頭・ﾈｯﾄ統制、赤字3千億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人員削減・幹部刷新急ぐ
中国ﾈｯﾄ界の巨人・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団が迷走。競合の台頭や政府のﾈｯﾄ規制が重なり、従来の経営
ﾓﾃﾞﾙが崩壊。直近の決算では赤字が約3億円に膨らみ、時価総額はﾋﾟｰｸ時の3分の1以下に
落ち込んだままだ。創業者の馬雲（ｼﾞｬｯｸ・ﾏｰ）氏が一線を退くと宣言して4年弱。買収をﾃｺに
した拡大戦略の修正や幹部刷新で本業回帰を急ぐが、先行きは険しい。
・「大規模な組織再編に着手すべき、ｱﾘﾊﾞﾊﾞは追い詰められている」「政府に目をつけられた
企業に変わりない。今後も厳しい監督が続く」

＊「ｷﾝﾄﾞﾙ」中国撤退…ｱﾏｿﾞﾝの電子書籍　来年6月に
米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑは電子書籍ｻｰﾋﾞｽ「ｷﾝﾄﾞﾙ」の中国企業から撤退する。2日、電子書籍を販
売する中国の「ｷﾝﾄﾞﾙｽﾄｱ」の運営を2023年6月末に停止することを明らかにした。撤退の理
由は明らかにしていない。書籍のﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞも出来なくなる。当局はｲﾝﾀｰﾈｯﾄへの統制を強め
ている。
・同社は19年に中国国内のﾈｯﾄ通販事業からも撤退している。海外の商品を中国に販売する
越境ECｻｰﾋﾞｽの他、ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ等の中国事業は継続する。

＊ﾀﾞｲｷﾝ、米で1割増産…住宅用ｴｱｺﾝ好調
ﾀﾞｲｷﾝ工業は2022年度内に、米ﾃｷｻｽ州の工場に生産する空調設備を、前年度比約1割増と
なる約540万台まで増やす。
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍から景気が回復し、住宅用ｴｱｺﾝ需要が拡大していることに対応。省ｴﾈﾀｲ
ﾌﾟ製品が好調。従業員数も1万4千人の1割増やす。
・ﾀﾞｲｷﾝでは空調もｲﾝﾊﾞｰﾀｰを搭載した製品を米国で投入。従来機より消費電力は約3割、CO
₂排出量は2～3割削減できる。

＊武田、負債返済前倒し…今期5千億円、財務ﾘｽｸ減
武田薬品工業は2023年3月期の有利子負債の返済額を5千億円と従来計画に比べて3千億
円積み増す。金利の先高観が強まるなか、ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（現金収支）の黒字を生かし返済を前
倒しする。FBITDA（利払い・税引き・償却前利益）に対する純有利子負債の比率を22年3月末
の2.8倍から24年3月末までに約2倍に下げ、財務ﾘｽｸを減らす。
・今後、焦点となるのはｼｬｲｱｰ買収によるｼﾅｼﾞｰ効果を生むこと。現在抱える新薬候補40件
のうち、9割がｼｬｲｱｰによるものだ。
・「武田は安定配当と事業売却を進めたこと、ｼｬｲｱｰ買収により増えた負債削減が進んだこと
が評価されている」と東海東京調査Sの赤羽氏。
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＊②
⦿中国のｾﾞﾛｺﾛﾅ政策は政府が費用負担
・PCR検査➤22年5月迄の総ｺｽﾄ（推計）は3千億元。4月迄115億回検査
・ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝ➤22年4月で延べ32億回分接種。総費用1200億元超
・隔離ﾎﾃﾙ➤1泊150～500元、14日間隔離。大連で21年11月に2.2万人
・治療➤入院費用は20年4月時点の平均で1人当たり2万1500元
4月11日時点では約3億7千万人が封鎖対象となり、検査回数が急増。「人口の50％が週1回
のPCR検査した場合、ｺｽﾄはGDPの0.4%に相当」（野村国際香港の推計による）

＊①中国「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政府の財政悪化…習指導部の政策　募る不満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方に負担増、公務員ﾎﾞｰﾅｽ減
中国での新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染急増を受け、大規模なPCR検査の実施など「ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策」に
よる政府の費用負担が膨らんでいる。財政の悪化で公民のﾎﾞｰﾅｽが削られた地方もあり、習
近平指導部が維持する同政策への不満も募っている。

＊ｻｲﾊﾞｰ対策　4割危険性…大企業、ｼｽﾃﾑ更新遅れ
日本を代表する大企業の多くが、ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰ対策が不十分なことが分かった。日経平均
を構成する225社を調べたところ、ｻｲﾊﾞｰ攻撃を受ける危険性がある企業は4割弱に上がり、
米国の主要500社より高かった。自動車や機械など大規模製造業が低評価を受けた。工場な
どの製造現場に残る古いｼｽﾃﾑのﾈｯﾄﾜｰｸ環境や情報端末が弱点となる場合が多く、早期の
改善が求められる。
・今回、日経225社に対し、保有するｳｪﾌﾞｻｲﾄやｻｰﾊﾞｰの設定や通信の状況、外部に漏洩した
認証情報など攻撃の糸口となる約120項目を一斉調査した。組織の防衛力をA～D、Fの5段
階で評価した。
・一定の防衛ができている」とする最上位A評価は30%（68社）、「課題がある」Bは33%（74社）。
「危険がある」とされるC以下は、Cが25%（57社）で、「高い危険性がある（D）」や、「早急に対
応すべき（F）」もそれぞれ8%（19社）、3%（7社）と合計で4割弱あった。

＊ﾏﾚｰ半島　越境EV充電網…隣国で設備検索や決済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｲﾝﾌﾗ・ｱﾌﾟﾘ整備　電動化後押し
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾀｲが陸路でつながるﾏﾚｰ半島で、国をまたぐEVの充電ｲﾝﾌﾗ網が進展し
始めた。地元ｴﾈﾙｷﾞｰ大手は隣国でも設備の検索や決済ができる共通ｱﾌﾟﾘを展開。英ｼｪﾙは
充電の速さを売りにする。域内先進国の購買力や地の利でEVの往来が増えるなか、「電欠」
の不安を払拭し、域内の殿堂ｼﾌﾄを後押ししそうだ。
・市場の成長期待・・各社（ｼﾃｨｴﾅｼﾞｰ、ｼｪﾙ等）ﾏﾚｰ半島に照準を合せる背景に、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙで
のＥＶ販売の好調や域内先進国が連なる市場の成長期待がある。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ政府は「40年ま
でに国内の車を全て『ｸﾘｰﾝ燃料車』にする」との目標を掲げ、充電器を21年の1800基から30
年に6万基に増やす計画だ。

＊宇宙基地、年内完成へ前進…中国有人宇宙船打ち上げ成功
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾛｼｱとの連携協議へ
中国は5日、有人宇宙船「神舟14号」の打ち上げに成功。宇宙飛行士3人が建設中の同国独
自の宇宙ｽﾃｰｼｮﾝに約6ヵ月滞在し、年内に宇宙ｽﾃｰｼｮﾝを完成させる計画だ。米欧との対立
が続く中、ﾛｼｱと宇宙ｽﾃｰｼｮﾝの協力に向け協議に入るとみられる。
・米欧は中国の宇宙開発に懸念を示す。21年には打ち上げた大型ﾛｹｯﾄの残骸がｲﾝﾄﾞ洋に落
下する問題も発生し、ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権が批判した。

＊AI営業、産業銀行が変身…ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙDBS、顧客別に通知
　　　　　　　　　　　　　　 3割がIT人材「事業ﾓﾃﾞﾙ、海外外販視野」
AIなどを活用して、顧客に利便性の高いｻｰﾋﾞｽを提供するﾃﾞｼﾞﾀﾙﾊﾞﾝｸが世界を勃興してい
る。ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾊﾞﾝｸがもたらすﾃﾞｨｽﾗﾌﾟｼｮﾝ（創造的破壊）は金融の秩序を崩し、既存の金融機関
に変革を迫っている。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのDBSｸﾞﾙｰﾌﾟ・HDは企業変革の成功例として注目を集めてい
る。
・『業務変革』＝DBSは約350万人の国内顧客に送っている「ﾅｯｼﾞ」と呼ばれる通知。通知のｲ
ﾒｰｼﾞは顧客の自発的な行動を後押しする通知で、送信件数は毎月3千万に達する。ﾅｯｼﾞの
特徴はＡＩが個々の顧客の保有資産や取引履歴を分析し、顧客ごとに異なる通知を送ってい
る。通勤前の朝に為替取引をする顧客なら、朝に為替情報を、帰宅後の時間に必要なら、夜
に情報を提供する。
・ｼﾃｨﾊﾞﾝｸから転じたﾋﾟｯｼｭ・ｸﾞﾌﾟﾀｰCEO。全行員に起業家精神を持つよう訴え、AIやﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ
分析の専門家などを次々採用した。
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＊中国、無人配送車が急増…人手不足や都市封鎖で加速
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25年に10倍超予測も
中国で無人配送車が急速に広がり始めている。人手不足補うをﾆｰｽﾞに新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染
拡大に伴うﾛｯｸﾀﾞｳﾝも重なり、ﾈｯﾄ大手や新興企業が従来型の宅配を自動運転車両に置き換
える。2025年には稼働台数が今の10倍超の6万台になるとする調査会社の予測がある。車両
の値下がりや運用面の課題解決が本格的な普及へのｶｷﾞを握りそうだ。
⦿無人配送車を手掛ける主な中国企業
・京東集団（ﾈｯﾄ大手）＝通販の商品配送、江蘇省や北京で約400→5万
・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団（ﾈｯﾄ大手）＝通販の商品配送、上海・杭州で500台超→1万
・美団（ﾈｯﾄ大手）＝＝生鮮品の宅配。北京等で稼働。3年後1万台。
・新石器慧通科技（新興）＝外食で運用。北京・上海で1千台→1万生産
・毫末智行科技（車ﾒｰｶｰ系）＝ｽｰﾊﾟｰ等利用。生産1千台→1万台生産

＊半導体投資、台湾で沸騰…総額16兆円、20工場建設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 高まる地政学ﾘｽｸ
中国からの統一圧力に揺れる台湾で、未曽有の半導体投資ﾗｯｼｭが起きている。総額16兆円
に及ぶ世界でも例を見ない巨大投資だ。昨年来、世界から地政学的ﾘｽｸが何度も指摘された
が、それでも台湾は
域内での巨額投資に突き進んでいる。全土を縦断し、各地で建設が進む全20工場の現場か
ら、その背景を検証した。
⦿台湾全土で新工場の建設ﾗｯｼｭが続く（ｶｯｺ内は建設中、・最先端）
『新竹』➤TSMC（2工場・3ﾅﾉ）（4工場年内着工・2ﾅﾉ）。『台南』➤TSMC（4工場・3ﾅﾉ）。UMC（2
工場の生産増強）。TSMC（新4工場完成・5ﾅﾉ）。『高尾』➤TSMC（新工場年内着工）。『新北』
南亜科技（新工場6月着工）、『苗栗』➤力晶（新工場建設中）

＊中国、金融破綻防止へ基金…10兆円規模計画、公的管理下に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｾﾞﾛｺﾛﾅで景気失速
政府は、銀行の突発的な破綻など金融危機のﾘｽｸを防ぐ基金を作る。数兆～十数兆円規模
を計画する。金融機関を公的に管理下に置くための資本注入等を想定。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対応
の厳しい行動制限で中国景気が失速し、米国など世界的な金利上昇で外需が悪化するﾘｽｸ
も高まっている。金融ｼｽﾃﾑの混乱防止のため金融の安全網を強化する。
⦿金融安定保障基金のﾎﾟｲﾝﾄ
「金融危機に発展しかねない大きなﾘｽｸに対応」
　・経営難の金融機関に当面の金を供給、公的管理下への資本注入
　・銀行や保険などの大手が主な対象か
「数兆～十数兆円規模を計画」
　・拠出金は金融機関等の業界から集め、公的資金も。646兆円調達
　・基金の概要を定めた金融安定法も整備

＊東南ｱ新車販売10%増…4月、7ヵ月連続ﾌﾟﾗｽ
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の4月の新車販売台数は前年同月の実績を上回るのは7ヵ月連続だ。新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策の規制緩和で全体的には新車販売の回復傾向が続いているが一部の国で
は半導体不足で供給制約の影響が残っている。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは5%増の8.2万台。前年同月で14ヵ月連続のﾌﾟﾗｽ。ﾀｲは9%増の6.3万台、4ヵ月連続
ﾌﾟﾗｽ。ﾏﾚｰｼｱ4%減。6ヵ国合計1～4月、18%増。

＊世界の製薬10社　脱炭素で連携…武田など、供給網の排出削減
武田薬品工業や米ﾌｧｲｻﾞｰ、米Ｊ＆Ｊ、ｽｲｽのﾉﾊﾞﾙﾃｨｽなど世界の製薬大手10社が共同で、取
引先の温暖化ｶﾞｽ排出削減を支援する取り組みを始めた。原薬ﾒｰｶｰなど1000社以上が共通
のｼｽﾃﾑを導入する。
・他業界に先駆けてｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ大手が多国間で連携。対象の取引先には包装ﾒｰｶｰ等も含み、
仏電機大手ｼｭﾅｲﾀﾞｰｴﾚｸﾄﾘｯｸのｼｽﾃﾑを利用。
・ｼｭﾅｲﾀﾞｰのｼｽﾃﾑは工場などに取り付けたｾﾝｻｰや取引伝票の内容から、電力消費量、水の
使用量、廃棄物量の情報を集約できる。数値を分析し、温暖化ｶﾞｽの排出量に換算する。
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2022/6/9 東南ｱｼﾞｱ ＊衛星ﾈｯﾄ競争　東南ｱで号砲…ｽﾍﾟｰｽXのﾌｨﾘﾋﾟﾝ展開認可
東南ｱｼﾞｱで衛星通信を活用したｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽが広がり始めた。ｲｰﾛﾝ・ﾏｽｸ氏率いる米ｽ
ﾍﾟｰｽXはﾌｨﾘﾋﾟﾝを皮切りに各国で展開をめざすほか、地元の通信大手やｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟも展開を
急ぐ。島国が多い東南ｱは、利用者や利用時間の多さに対して通信品質は他の地域に劣る。
高品質な衛星ﾈｯﾄの広がりで産業育成や地政学ﾘｽｸ対応をもくろむ。
地政学ﾘｽｸも導入の契機「地上回線使わず」・・ﾌｨﾘﾋﾟﾝやﾍﾞﾄﾅﾑは南ｼﾅ海の南沙諸島を廻って
領有権を主張し、中国と対立。地上のﾈｯﾄ回線が不測の事態で切断しても、通信ができる衛
星ﾈｯﾄの確保は有事への備えの役割を果たすと期待。ｽﾀｰﾘﾝｸはﾛｼｱの侵攻を受けているｳｸ
ﾗｲﾅに供与され、2月26日に要請し、2日後に通信端末ｾｯﾄがｳｸﾗｲﾅに到着。配備までの時間
が短いことに威力を発揮。
・中国はｽﾀｰﾘﾝｸの衛星が国家の安全に脅威をもたらす場合、衛星の機能を失わせたり破壊
することを主張。

＊食料輸出規制　20ヵ国に…ｲﾝﾄﾞ小麦やﾏﾚｰｼｱの鶏肉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　侵攻、自国優先に拍車
主要な食料の輸出禁止を打ち出す国が相次いでいる。自国の供給確保を優先するためで、
規制を導入した国は足元で20に達した。小麦や鶏肉などを輸入に頼る国では価格上昇や供
給不足が顕著になっており、加速する世界的なｲﾝﾌﾚに拍車をかける懸念も強まっている。
・各国が主要食品の輸出禁止に動くのは、食料高騰が現政権の批判や政情不安に直結する
からだ。ｽﾘﾗﾝｶでは生活苦に陥った市民が抗議ﾃﾞﾓを起こし、首相や閣僚が辞任した。ｲﾝﾄﾞで
も4月の消費者物価指数が約8年ぶりの進展に神経をとがらせている。
⦿食料保護に傾く国が増えている（主な輸出規制品目）
　　・ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ「小麦」、・ｱﾙｼﾞｪﾘｱ「ﾊﾟｽﾀ、植物油」、・ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ「牛肉」
　　・ｲﾝﾄﾞ「小麦、砂糖」、・ｲﾗﾝ「ｼﾞｬｶﾞｲﾓ、ﾄﾏﾄ」、・ｶﾞｰﾅ「ﾄｳﾓﾛｺｼ、コメ」、
　　・ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ「ﾋﾏﾜﾘの種、小麦」、・ｸｳｪｰﾄ「穀物、植物油」、
　　・ﾊﾟｷｽﾀﾝ「砂糖」、・ﾏﾚｰｼｱ「鶏肉」

＊中国ﾃｯｸ株急反発『3月安値から45%高』
　　　　　　　　…「滴滴など統制懸念後退」「米上場廃止ﾘｽｸは残る」
米株式市場に上場の中国ﾃｯｸ株が急反発している。代表的な株価指数は3月に付けた安値
から45%上昇した。中国当局が配車ｱﾌﾟﾘ最大手、滴滴出行（ﾃﾞｨﾃﾞｨ）に対する調査を終了した
と米紙が報じるなど、中国政府の締め付けが転機を迎えたとの見方が強まっている。ただ中
国企業の米上場ﾘｽｸは消えず、先行きは予断が許さない。
⦿米国に上場する中国株が急回復（ｶｯｺ内は3月14日比株価上昇率）
　・拼多多「ﾋﾟﾝﾄﾞｩｵﾄﾞｩｵ」（2.3倍）　・理想汽車「ﾘ･ｵｰﾄ」（68.9%）
　・網易「ﾈｯﾄｲｰｽ」（44.7%）　・京東集団「JDﾄﾞｯﾄｺﾑ」（43.8)　・百度（38.2）
　・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ（34.2）　・滴滴出行「ﾃﾞｨﾃﾞｨ」（27.3）　・微博「ｳｪｲﾎﾞ」（16.3）

＊先進国物価　今年8.5%上昇…OECD予測、従来の倍に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 世界の経済成長　減速
経済協力開発機構（OECD）は8日、加盟38ヵ国の個人消費の物価上昇率が2022年、従来予
想（21年12月時点）より4.3㌽高い8.5%との予想を発表。ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻によるｴﾈﾙｷﾞｰや穀
物の値上げ等が背景にあり、世界経済の減速要因となる。経済成長率は22年3.0%、23年に
2.8%と予想、21年12月時点の数値よりそれぞれ1.5、0.4㌽下方修正した。
⦿22年の経済成長率は各国・地域で下方修正
　　　　　　　2022年　　　　　　　　　　 2023年
　　　　　　　前回　今回　　変化　　　前回　今回　　変化
　世界　　　4.5　　　3.0　　（-1.5）　　　3.2　　　2.8　　(-0.4）
　米国　　　3.7　　　2.5　　（-1.2）　　　2.4　　　1.2　　（ｰ1.2）
　ﾕｰﾛ圏　  4.3　　　2.6　　（ｰ1.7）　　 2.5　　　1.6　　（-0.9）
　日本　　　 3.4　　　1.7　　（-1.7)　　　1.1　　　1.8　　(-0.7)
　中国　　　 5.1　　　4.4　 　(-0.7）　　  5.1   　 4.9　　(-0.2）
OECD域内 4.2　　　8.5　　 （ｰ4.3）　　 3.0　　　6.0　　（3.0）　ｲﾝﾌﾚ率
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＊中国車36社、一斉値下げ…「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」で販売減続く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　減税も需要先食い懸念
中国の官民が新車販売のﾃｺ入れに乗り出した。中央政府が600億元（約1兆2千億円）に上る
自動車取得税の減免措置を始め、大手ﾒｰｶｰ36社も販売価格を引き下げるなど矢継ぎ早に
策を講じる。業界団体が10日に発表した5月の新車販売台数は前年同月比で1割あまり減っ
た。
「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策で冷え込む販売の底上げを目指すが、値下げ頼みの販促策に危うさも付き纏
う。

＊②有機薄膜型太陽電池の世界市場の規模
　・ﾘｺｰ＝小型loT機器向けに23年度量産。室内や日陰でも発電
　・ﾄﾞﾗｷｭﾗ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（仏）＝24までに数百万個のﾓｼﾞｭｰﾙ生産、ioT用
　・ﾍﾘｱﾃｯｸ（独）＝21年に接着剤と送電ｹｰﾌﾞﾙ付き電池販売、22年量産
　・ｴﾋﾞｼｬｲﾝAB（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）＝22年3月に屋内光で発電用ｾﾝｻｰ発売
　・ﾅﾉﾌﾚｯｸｽ・ﾊﾟﾜｰ・ｺｰﾎﾟ（米）＝電池を建材に組み込む、建材業と締結

＊韓国原発回帰　「小型」に照準…SKやｻﾑｽﾝ参入
　　　　　　　　　　　　　新政権、推進に転機　人材確保が課題
韓国の財閥系企業が原子力発電設備に相次ぎ参入している。SKは次世代の小型原発を開
発する米ﾃﾗｰﾊﾟﾜｰと提携し、ｻﾑｽﾝ重工業は洋上式でﾃﾞﾝﾏｰｸ企業と組んだ。尹錫悦（ﾕﾝ・ｿﾝ
ﾆｮﾙ）政権が原発推進に転換したことが追い風になっており、前政権下で停滞したｲﾝﾌﾗづくり
の競争力ﾃｺいれへ技術者の確保が課題になりそうだ。
⦿原発事業の提携事例や取り組み
・SKG＝米ﾃﾗｰﾊﾟﾜｰと協力。・現代ｴﾝｼﾞ＝SMR建設の受注目指す。
・ｻｸｽﾝ重＝ﾃﾞﾝﾏｰｸ社と「洋上原発」開発。・斗山ﾆｭｰｽｹｰﾙと提携
・韓国電力＝ﾁｪｺなどで新設交渉

＊①室内や壁に薄膜太陽電池…軽く長寿命、ｼﾘｺﾝ型の次を狙う
薄くて軽い有機薄膜型太陽電池の量産計画が本格化している。ﾄﾞｲﾂのｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟは2022年
内、ﾘｺｰは23年度に生産を始める。広く普及するｼﾘｺﾝ型太陽電池は重く、室内ではｴﾈﾙｷﾞｰ
変換効率が落ちる。有機薄膜型は壁面への設置や室内のｾﾝｻｰ電源といったｼﾘｺﾝ型の穴を
埋め、次世代を担うと期待を集める。
⦿有機薄膜型太陽電池の特徴
　　　　　　　　　変換効率　価格　耐久性　軽さ
　　ｼﾘｺﾝ型          　◎　　　△　　　◎　　　△
　　有機薄膜型　　　〇　　　◎　　　〇　　　◎
　　 ﾍﾟﾛﾌﾞｽｶｲﾄ型　　◎　　　◎　　　△　　　◎

＊ｱｰﾑ流出阻止　英政府が一丸…首相ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸに書簡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾛﾝﾄﾞﾝ証取に誘致
英政府がｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ（SBG)傘下の英半導体設計大手ｱｰﾑのつなぎ留めに必死になって
いる。上場先として米ﾅｽﾀﾞｯｸが有力視されているためで、ﾛﾝﾄﾞﾝ証券取引所への誘致にｼﾞｮﾝｿ
ﾝ首相自ら説得にあたる。ﾃｯｸ企業の集積は英国の成長ｼﾅﾘｵに欠かせないほか、半導体は
経済安保の要でもある。「ｸﾗｳﾝｼﾞｭｴﾙ（王冠の宝石）」といわれる英企業が流出すれば政権へ
のﾀﾞﾒｰｼﾞになりかねない。
・SBCの幹部は書簡を受け取り、目を丸くした。差出人にｼﾞｮﾝｿﾝ首相の名があったためだ。
「おそらくハイテクの中心である米ﾅｽﾀﾞｯｸになる」と有力視されているため。英政府が必死に
なっている。自国に上場と。

＊中国・燃料高、家計を圧迫…中国物価、5月2.1%上昇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用悪化と重なり打撃
中国で食品や燃料の値上がりが家計を圧迫している。5月の消費者物価指数（CPI）は前年同
月比2.1%上昇した。このうち穀物は7年半ぶりにの伸びで、ｶﾞｿﾘﾝや軽油は3割上がった。景気
の失速で雇用が悪化する中、必需品の購買力を奪い、消費回復の妨げとなりかねない、
・「ｳｸﾗｲﾅ問題で肥料も値上がりしており、夏や秋に収穫する食糧価格にも上昇圧力がかかり
やすい」と丸紅中国の鈴木貴元経済調査総監。
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・『ﾋﾏﾜﾘ油』世界ｼｪｱの約半分を握るﾋﾏﾜﾘ油も供給が減少しており、同じ植物油脂のﾊﾟｰﾑ油
などが高騰してる。ﾊﾟｰﾑ油を原料に使う食品や洗剤、化粧品などの製品価格の上昇につな
がる可能性がある。
・『肥料』肥料の要素の１つである塩化ｶﾘの4月の価格は1月から2.5倍に跳ね上がった。米地
質調査所が公表する19年のﾃﾞｰﾀでは、世界のｶﾘ鉱石の年間生産量のうち5割弱をﾛｼｱ・ﾍﾞﾗ
ﾙｰｼ・中国が占める。
・『肥料不足による米生産減少』肥料使用の手控えから来ｼｰｽﾞﾝの米収穫量が3600万㌧減
り、5億人分の供給分が失われると予測。

＊中国、民間資金需要戻らず…中長期融資5月4割減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｾﾞﾛｺﾛﾅ影響　不安なお
中国で民間の資金需要が冷えこんでいる。設備や住宅の購入に充てる中長期資金の銀行融
資は5月、前年同月比4割減った。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染封じ込めを狙う政府の景気回復が実
現するまでには時間がかかりそうだ。
・なかでも落ち込みが目立ったのは個人向けだ。5月は76%の大幅減となった。ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策に
伴う厳しい行動規制や値上がり期待の剥落で、ﾏﾝｼｮﾝ購入の様子見が多く、住宅ﾛｰﾝを組む
動きが乏しい。

＊ﾀｲ不動産、仮想空間に的…ﾒﾀﾊﾞｰｽで実在物件営業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　暗号資産保有者を顧客に
ﾀｲの不動産大手各社が仮想空間ﾒﾀﾊﾞｰｽを用いたﾋﾞｼﾞﾈｽに参入する。実在の物件を仮想空
間で再現し、営業活動に生かしたり、仮想空間の土地・建物を販売したりする。ﾀｲは暗号資産
（仮想通貨）の保有率が世界一とされ、潜在性の高さに期待が集まる。実体のない物件を扱う
ﾋﾞｼﾞﾈｽがどこまで浸透するかは未知数だ。

＊円下落　理論値より大幅安…経済状況では　110円前後の試算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 日米金利差拡大　円売り加速も
先週は対㌦で3%下落し、1$＝134円台半ばと20年ぶりの安値を更新。経済状況から理論値は
110円前後、大幅に円安に傾いている。米国の物価上昇率が高止まりし、米金利の上昇観測
は一段と強まる。円売り圧力は週明けも続きそうな情勢だ。

＊①ｳｸﾗｲﾅ産小麦9割減…食糧高騰、「肥料不足、ｺﾒ収穫減も」
　　　　　　　　「中東など代替調達難しく」「ﾋﾏﾜﾘ油供給減が波及」
2月24日から続くﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻はいまだ収束の糸口が見えない。小麦やﾄｳﾓﾛｺｼ、ﾋﾏﾜﾘ
油など穀物・油脂の有数の輸出国であるｳｸﾗｲﾅの地政学的ﾘｽｸは、輸出量の急減や価格高
騰、代替商品へのしわ寄せなど様々な影響をもたらす。
⦿ｳｸﾗｲﾅ産の代表的な農産物（数字は世界ｼｪｱ）
　　①ﾋﾏﾜﾘ種かす51%②ﾋﾏﾜﾘ油44③ﾄｳﾓﾛｺｼ14④菜種12⑤小麦9
・『小麦』ｳｸﾗｲﾅとﾛｼｱ産の小麦はｴｼﾞﾌﾟﾄやﾄﾙｺ等の中東やｱﾌﾘｶ諸国へ。食生活の中心であ
る小麦がないと食糧危機に直結する。米国やｶﾅﾀﾞ産は日本やｲﾀﾘｱ、中国等へ。日本は米国
5割で他ｶﾅﾀﾞと豪州に頼る。仏や独などはEU域内で小麦を自給している。

＊台湾IT大手、12%増収…5月　上海封鎖の影響は残る
世界のIT企業にﾃﾞｼﾞﾀﾙ製品や半導体供給する台湾ﾒｰｶｰの5月の売上高は、2ヵ月ぶりに前
年水準を上回った。主要19社の売上高合計は半導体関連が好調で前年同月に比べ12%増え
た。
⦿台湾主要各社の5月売上高（売上高・億台湾㌦、前年同月比・増減%）
・ﾎﾝﾊｲ「iPhone生産」売上4977（9.4%）、・TSMC「半導体受託生産」1857（65.3%）、・ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ
「iPhone生産」936（3.7%）、・ｸｱﾝﾀ「ﾊﾟｿｺﾝ生産」799（▴6.0%）、・ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ「半導体設計」520
（26.0%）、・UMC「半導体受託生産」244（42.1%）、AUO「液晶ﾊﾟﾈﾙ」219（▴31.6%）

＊中国企業に上場廃止警告…150社対象　米、時期早める
米証券取引委員会（SEC）の新規則導入から約半年間で、米国市場に上場する中国企業の6
割に当たる150社が「上場廃止警告ﾘｽﾄ」に入る。
・米上場の企業を担当する監査法人を検査し、適切な会計監査をしているか確認をしている。
説明責任法では3期連続で検査を拒んだ場合、上場廃止となる。中国は安全保障にかかわる
情報が流出しかねないとして拒否していた。4月には外国当局による中国企業の立ち入り検
査を認めると発表した。
・米上下院は拒否期間を3期連続から2期連続に短縮する法案を可決。成立すれば上場廃止
が23年に早まる可能性がある。
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＊洋上風力　中国で急拡大…昨年新設量、世界の8割
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 国主導で異形の膨張
洋上風力市場の拡大が止まらない。国際団体の世界風力会議（GWEC)によると、2021年の世
界の新設量は20年比3倍と急増した。けん引するのは中国だ。巨大な内需を貪欲に掘り起こ
し、21年の新設量は中国だけで世界全体の8割を占めた。中国の洋上風力への追い風はや
まず、世界の風車ﾒｰｶｰの序列をも覆しつつある。
⦿世界の洋上風力累積導入量（21年時点のｷﾛﾜｯﾄ）
・英1252万・ﾃﾞﾝﾏｰｸ231万・ｽｳｪｰﾃﾞﾝ20万・韓14万・米4万・日5万
・中2768万・ｵﾗﾝﾀﾞ300万・ﾍﾞﾙｷﾞｰ226万・独773万・越99万・台24万

＊仮想通貨大手　ﾘｽﾄﾗ相次ぐ…価格急落、ｺｲﾝﾍﾞｰｽは18%削減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決済・送金手段　移行が焦点
暗号資産（仮想通貨）の関連企業がﾘｽﾄﾗを迫られている。米交換業大手ｺｲﾝﾍﾞｰｽ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
は全従業員の18%に当たる1100人の削減を決めた。代表的なﾋﾞｯﾄｺｲﾝ価格はﾋﾟｰｸ比約7割安
となり、業績悪化懸念が強まる。米金融大手が融資の担保にするなど仮想通貨の用途が広
がってきた。大幅な調整を経て投機の場から決済手段などに移行出来るかが焦点だ。

＊香港北部を開発　透ける大陸融合…政府、住宅整備やIT振興
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ規制が壁に
香港政府が、中国本土の広東省深圳市に近接する北部地域を大規模開発する構想を打ち
出している。IT産業の振興や住宅不足の解消を掲げ、鉄道の相互乗り入れも計画。不動産大
手は土地の取得や住宅建設に乗り出した。構想の裏には、中国政府が香港の重心を北寄り
に動かし、本土との一体化を集める狙いが見え隠れする。

＊中国経済　回復鈍く…ｾﾞﾛｺﾛﾅ　しぼむ需要
　　　　　　　　　『5月』小売売上高6.7%減少「失業率高止まり5.9%」
中国企業の回復力が鈍い5月の小売り売上高は3ヵ月連続で前年同月を下回り、工業生産も
低い伸びに留まった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染封じ込めを狙う「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策でしぼんだため
だ。政府が重視する失業率も5.9%と高止まりし、若年雇用は悪化が続く。4～6月はﾏｲﾅｽ成長
になるとの予測もあり、世界経済の回復に重荷となりそうだ。

＊ｲﾝﾄﾞ社販売185%増…5月、ｺﾛﾅ低迷の反動
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM）が発表した5月の乗用車販売台数は25.1万台。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感
染が急拡大していた前年同月に比べて185%増と3倍近い水準になったが前月に比べると横ば
い。5月をﾋﾟｰｸに感染は減少に転じたが、後半から半導体不足による販売減にも直面してい
る。
・新型ｺﾛﾅによる反動増で、主要ﾒｰｶｰは軒並みﾌﾟﾗｽ。ﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷが278%増の12.4万台、生産
も295%増の16.0万台で4倍ほどの水準だ。韓国・現代も販売は69%増4.2万台。起亜も同じく
69%増1.8万台。地場大手のﾏﾋﾝﾄﾞﾗ・＆・ﾏﾋﾝﾄﾞﾗは236%増の2.6万台だった。

＊米、太陽光ﾊﾞﾈﾙ輸入　混乱…苦境の国内産業は批判
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東南ｱに高関税検討→品不足で凍結
ﾊﾞｲﾃﾞﾝ米大統領が打ち出した太陽光ﾊﾟﾈﾙの輸入促進策が波紋を広げている。国内産業を保
護するために高関税を検討したが、品不足に陥ったため逆に発動を2年凍結した。看板公約
の脱炭素を優先した形だが、異例の措置にﾒｰｶｰや対中強硬派から批判も相次いでいる。

＊中国軍関与、先端研究473件…日米欧と過去5年　兵器転用懸念
中国の人民解放軍関係者が兵器に転用可能な先端の機微技術を狙い、日米欧の研究者に
接近している実態がわかってきた。世界最大規模の学術論文ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを解析したところ、過
去5年間で合計473件、極音速機やｽﾃﾙｽ素材などの国際ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに軍関係者が加わってい
た。技術流出を通じ、中国の軍事技術向上や軍の近代化を許す恐れあり。
⦿中国の機微技術を巡る共同研究
　①極超音速滑空体188②自立型無人航空機167③電波吸収素材118
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＊ｺﾏﾂ、東南ｱにHV建機…中国勢の追撃かわす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　燃費高を商機に
ｺﾏﾂは2022年春からｲﾝﾄﾞﾈｼｱでﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ方式の建機機械の投入を始めた。電気で動くﾓｰﾀｰ
も動力源に備え、燃費を従来機より2～3割改善できる。中国勢が低価格攻勢をかけ、ｲﾝﾄﾞﾈｼ
ｱを牙城とするｺﾏﾂにｼｪｱで匹敵するようになってきた。燃料代が急上昇する中、新興国でも
環境意識が高まっている。燃費性能の高い建機で中国勢の追撃をかわし、脱炭素の需要を
掘り起こす。
⦿HVｼｮﾍﾞﾙの特徴➤「出力」従来機と同等。「燃費」2～3割改善（減速時のｴﾈﾙｷﾞｰを再利
用）。「価格」従来機より2～3割高。「市場」欧州や日本で展開、今春にｲﾝﾄﾞﾈｼｱで展開

＊空調管理　街全体で…ｷｬﾝﾊﾟｽ使って実験「ｽﾏｰﾄｼﾃｨｰ事業化へ」
ﾀﾞｲｷﾝ工業が大阪大学と組み、ﾃﾞｰﾀを使い都市を効率よく管理するｽﾏｰﾄｼﾃｨ事業の開発に
乗り出す。人の流れを読んだ空調管理を街全体に供給する事業の実用化を目指す。大阪大
箕面ｷｬﾝﾊﾟｽを実証実験の舞台とし、2年程度で事業化にﾒﾄﾞをつけたい。人材育成が中心
だった連携を事業までに広げれば、脱炭素時代の新たなｿﾙｰｼｮﾝにつながる。

＊東南ｱ配車　EV大量導入…「ｸﾞﾗﾌﾞ」運転手にﾛｰﾝ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ｺﾞｼﾞｪｯｸ」電動二輪を内製
東南ｱｼﾞｱの配車大手がEVの大量導入に動く。新興企業も脱炭素が重要な経営課題なってい
るためで、ｸﾞﾗﾌﾞは本拠ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの全車両を2030年までに新ｴﾈﾙｷﾞｰ車に切り替え、運転手
のﾛｰﾝや充電ｲﾝﾌﾗの整備も支援する。二輪車を含め地域の電動ｼﾌﾄの先導役に浮上してき
たが、足元の競争環境や業績は厳しく、収益源の多角化が急務だ。
⦿充電ｲﾝﾌﾗや金融面でも電動ｼﾌﾄを後押し（主な取り組み）
『ﾍﾞﾄﾅﾑ』➤・ｸﾞﾗﾌﾞ（韓国・現代自動車とEV車両投入）。『ﾀｲ』➤・ｸﾞﾗﾌ（ｶｼｺﾝ銀行とEV向けﾛｰ
ﾝ）。『ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ』➤・GOTO（30年迄に全車両をEV。地場企業と電動ﾊﾞｲｸ製造。台湾ｺﾞｺﾞﾛと電
動ﾊﾞｲｸ・充電器投入）。・ｸﾞﾗﾌﾞ（電動ﾊﾞｲｸ会社や国営電力PLNと提携）。『ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ』➤ｸﾞﾗﾌﾞ
（30年迄に全車両を新ｴﾈ車に）。・ｺﾝﾌｫｰﾄﾃﾞﾙｸﾞﾛ（23年EV千台投入）。

＊患者や医師をつなぐMaaS…ﾓﾈ9市町に移動診察車
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医師不足の地域を支える
医療機関への移動をAIや移動診察車などで支援する医療MaaS（次世代移動ｻｰﾋﾞｽ）の導入
が全国で進む。ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸなどが出資するﾓﾈ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（東京・千代田）は約40の自治体と協
力。9市町では医師が遠隔で診察できる移動診察車などを配備して自宅診療を促す。
・総務省の「住宅・土地統計調査」によると、最寄りの医療機関まで1㎞以上に住む高齢夫婦
世帯は、18年には120万世帯と08年から4割増。
⦿MaaSの取り組み➤茨城県つくば市＝AIで通院の乗合ﾀｸｼｰ配車、院内の移動は自動運転
車いす。千葉市＝診療予約とﾀｸｼｰ配車をつなぐMaaSｱﾌﾟﾘ。長野県伊那市＝遠隔診療できる
移動診察車が患者の自宅へ。三重県大台町他6町＝診療、保険指導、健康相談など多目的
に使える車両配備。神奈川県藤沢市＝病院送迎車・問診

＊中国消費「ﾘﾍﾞﾝｼﾞ」頼み…18日まで最大級のﾈｯﾄ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　勢いの持続見通せず
中国で最大級となるﾈｯﾄ通販ｾｰﾙ「6･18ｾｰﾙ」が18日の最終日を迎える。高額品の売れ行き
が好調で、ｾｰﾙを主導する京東集団（JDﾄﾞｯﾄｺﾑ）の取扱高は前年を最大で1割弱上回るとの
予測が出る。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍からの「ﾘﾍﾞﾝｼﾞ消費」をﾃｺにした反転に期待がかかる一方、消
費者の節約志向も高く、勢いが持続するかどうかは見通せない。

＊中国新築住宅価格　5月0.2%下落…6割超の都市、値下がり
中国国家統計局が16日発表した2022年の5月の主要70都市の新築住宅価格動向によると、
6割超にあたる43都市で前月より値下がりした。平均価格を0.2%下落し、9ヵ月連続でﾏｲﾅｽに
なった。中小都市を中心に住宅の値下がり圧力はなお強い。
・値下がりした都市は4月より4都市減った。値上がりしたのは25都市で7都市増えた。平均価
格の下落率も4月の0.3%から縮まった。
・新築物件の価格下落の下落率が4月より縮まった理由は地方による値下げ制限。市況の急
激な悪化を防いだが、見合った値下げができず在庫圧縮が遅れている。



2022/6/18 経済

2022/6/21 東南ｱｼﾞｱ

2022/6/21 経済

2022/6/22 経済

2022/6/22 経済

2022/6/23 経済

＊ｸﾛﾏｸﾞﾛ養殖急成長…和歌山、産出額5年で2割増
　　　　　　　　　　　　　　　 水産大手誘致が奏功
関西でも養殖漁業の存在感が強まっている。漁業産出額に占める養殖業の割合は和歌山県
では養殖ｸﾛﾏｸﾞﾛの産出額が5年間で2割増。ﾉﾘ養殖が盛んな兵庫では、地元漁協などが海底
を耕し生産量の回復を目指す。資源の枯渇や担い手の減少など漁業をめぐる環境が厳しくな
るなか、養殖に活路を見出す取り組みが加速している。

＊和食の販路、海外で拡大…宝HD、食材卸買収進める
宝HDは海外で日本食の食材卸を拡大する。これまで欧米を中心に食品卸7社を買収し、和食
ﾚｽﾄﾗﾝなどの販路を広げてきた。日本国内で日本酒「松竹梅」を販売するが市場は縮小。日
本食の普及を業績拡大につなげる。和食ﾚｽﾄﾗﾝなどへの食材卸は子会社・宝酒造ｲﾝﾀｰﾅｼｮ
ﾅﾙが担当。「和食需要はどんどん増える」と営業開発の安東氏。農林水産業によると2021年
の海外和食ﾚｽﾄﾗﾝは15.9万店と過去8年で3倍増。

＊韓国、国産ﾛｹｯﾄ打ち上げ…初の成功、宇宙事業に道
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  軍事転用可能　北朝鮮は反発
韓国の国産大型ﾛｹｯﾄが21日、初めて打ち上げに成功した。初号機での失敗を修正し、性能
検査用の人工衛星を高度700㎞の軌道に乗せた。今後の自国の測位ｼｽﾃﾑ整備や他国の衛
星打ち上げの請負事業につなげる。ﾛｹｯﾄ技術は弾道ﾐｻｲﾙへの軍事転用も可能なため、北
朝鮮の反発を招く可能性もある。
・韓国政府によると1㌧以上の衛星を打ち上げられる国として、露、米、仏、日、中、印に続い
て7番目に技術を得たという。

＊東南ｱEV市場　黎明期…日本企業の出遅れ鮮明
　　　　　　　　　　「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ」韓中勢が工場、「ﾀｲ」長城汽車、値下げ
東南ｱｼﾞｱでEV市場が黎明期を迎えた。減免税など政府の新興策に呼応し、ﾒｰｶｰが相次い
で販売や生産に参入。価格低減のｶｷﾞを握る大手の現地生産は2021年のﾍﾞﾄﾅﾑ1社に続き、
22年は少なくとも3ヵ国で4社が始める見通しだ。韓国や中国勢の攻勢が目立ち、ｶﾞｿﾘﾝ車で圧
倒的なｼｪｱを築いてきた日本勢の出遅れが鮮明だ。
・日本ﾒｰｶｰはEVを次期尚早とみてＨＶとＰＨＶ（ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ）を優先戦略をとる。これに対
して中韓勢は自ら充電ｲﾝﾌﾗの整備に乗り出し、市場を開拓している。35年にはEVが優位、勢
力図が一変の可能性あり。

＊ﾄﾞｲﾂ、苦肉の石炭回帰…ﾛｼｱ産のｶﾞｽ供給減なら
　　　　　　　　　　　　　　　　　化学・鉄鋼、生産停止の影
ﾄﾞｲﾂ政府は天然ｶﾞｽの消費量を抑え、代わりに石炭火力発電の稼働を増やす緊急措置を決
めた。脱炭素の旗振り役だったﾄﾞｲﾂが温暖化ｶﾞｽを大量に排出する石炭火力に回帰するとい
う苦肉の決断の裏には、産業界の強い危機感がある。ｶﾞｽ以外での代替が難しい化学やｶﾞﾗ
ｽ、鉄鋼業界ではなお生産停止の影がちらつく。

＊米、中国産輸入　目詰まりも…「ｳｲｸﾞﾙ法」施行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（調達網の明確化必須）
強制労働を理由に中国の新彊ｳｲｸﾞﾙ自治区からの輸入を原則禁じる法律が21日、米国で施
行された。企業は強制労働と関連がないことを証明しなければ商品を持ち込めない。調達ﾙｰ
ﾄの明確化など新たな対策が求められる。人権保護のための法律だが、当局による運用は難
航するとの見方もあり、米国のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）の目詰まりが悪化する懸念もある。
⦿ｳｲｸﾞﾙ製品輸入禁止法のﾎﾟｲﾝﾄ＝・新彊ｳｲｸﾞﾙ自治区からの輸入を原則禁止。・税関で輸
入差し止め。・含まれる部材が新彊ｳｲｸﾞﾙ自治区産でも対象。・輸入する場合「明確で説得力
のある証拠」の提示。・綿製品、ﾄﾏﾄ、太陽電池部材を対象に優先的に執行

＊韓国ﾊﾟﾈﾙ係争　中国の台頭許す…液晶の二の舞か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｻﾑｽﾝ・LG、有機EL10年裁判終結
ｽﾏﾎに使う有機ELﾊﾟﾈﾙ技術を巡り、韓国ｻﾑｽﾝ電子とLGが10年間にわたって繰り広げた法
廷闘争が終結した。不正に技術を取得したとして互いに訴え合う間に「先端技術」の陳腐化が
進み、中国勢の台頭を許した。ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰの競争環境が激変する中、液晶に次いで有機ELで
も中国が覇権を握るｼﾅﾘｵが現実味を帯びる。
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＊②
・旭化成はﾊﾞｲｵ薬の安全性試験をを担うｵｰｽﾄﾘｱ企業を買収した経緯があり、ﾊﾞｲｵﾉﾊﾞ買収で
ﾊﾞｲｵ薬の開発支援から生産受託まで対応可。
・住友化学は独自開発した「世界初の技術」（同社）を活用し、ﾊﾞｲｵ医薬品を量産する。次世
代の医療技術として注目を集める「ｹﾞﾉﾑ編集治療」向けの核酸医薬品の原薬を量産。
・ﾘｺｰが注目したのは、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝの一部で使われている、ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰRNAの技術を
使った薬剤の生産受託。がん治療への応用
⦿半導体産業では「設計」と「開発」の分業が進み、TSMCなど半導体受託生産会社の躍進に
つながった。同様の現象が製薬業界でも進みつつある。

＊①日本を襲うﾗﾝｻﾑｳｴｱ…ｱｼﾞｱ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｴﾃﾞｨﾀｰ　ﾚｵ・ﾙｲｽ氏
・徳島県つるぎ町にある町立半田病院は、四国ののどかな地域にある何の変哲もない中規
模病院だ。吉野川を見下ろす丘のふもとにあり、最近の統計では人口８千人という高齢化の
町の医療を支えている。
・2021年10月末にｻｲﾊﾞｰ攻撃を受けた半田病院は現在は通常に戻りつつある。昨年11～12
月の約2ヵ月はまひ状態に陥った。ﾗﾝｻﾑｳｪｱの攻撃で新規患者の受付や他の基本的業務を
遂行できなくなった。標的となったのは身代金狙いの犯罪者にとっては最もおいしい獲物であ
る電子ｶﾙﾃのﾃﾞｰﾀだった。人手不足と新型ｺﾛﾅ患者などの受け入れで逼迫した地方の病院を
攻撃対象にするのはｻｲﾊﾞｰ犯罪集団が金を得るためならいかに容赦ないかを示す好例だ。

＊②
・彼らが攻撃対象として好むのが医療、教育、ｲﾝﾌﾗ、法律、金融に関連する組織だ。正常に
機能しない事態が発生した場合の被害が甚大であるからだ。攻撃の仕方も巧妙さを増してい
る。身代金の要求までの時間が長くなってきている。被害額も拡大してきている。
・IBMのﾚﾎﾟｰﾄ「ﾃﾞｰﾀ漏洩のｺｽﾄ2021」によると、1件当たりの平均被害額は過去最高の462万
㌦（約6.25億円）に上がった。身代金を支払ったｹｰｽは全体の少なくとも3分に1に上ると推定
する。
・資金を潤沢に抱え、大規模なﾗﾝｻﾑｳｴｱ攻撃を実行できる高度な専門家からなるﾁｰﾑでもあ
る世界で最も強大な犯罪集団は、これまでﾛｼｱやﾍﾞﾗﾙｰｼ、その他の東欧諸国を拠点に海外
への攻撃を展開してきた。

＊③
・その彼らが、ここへきて次の「最もおいしそうな標的」として日本に狙いを定めている。日本は
ﾗﾝｻﾑｳｴｱ攻撃に対する警戒心や防御体制が一般的に低いうえ、日本の企業や組織では現
時点では身代金に応じる傾向が強い。
・日本は本来、最強の防御壁となってきた日本語という「言葉の壁」が急速に崩れつつある。
今までは書かれている日本語が稚拙なために受け手側も危険をすぐに察知することができ
た。一部の専門家に聞くとﾌﾟﾛの翻訳者をも巻き込みながら、いかにもありそうな日本語に仕
上げ、その中に危険なﾜﾅを張り巡らせているという。
・どんな目立たない組織、職種でも、それを理由に安心はできない。

＊ｲﾝﾄﾞ新興、人員削減拡大…1万人超、需要一巡で成長鈍化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利上げ資金調達が変調
ｲﾝﾄﾞのｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟで人員削減が相次いでいる。企業価値が10億㌦（約1300億円）超のﾕﾆｺｰﾝ
で目立ち、1万人超に達したとの推計がある。ﾃﾞｼﾞﾀﾙ需要の一巡に伴う成長鈍化懸念に加
え、米国に利上げなどで資金調達環境が悪化し、生き残りに向けたｺｽﾄ削減を余儀なくされて
いる。昨年まではﾕﾆｺｰﾝが多数誕生するなど活況を呈していたが、ここにきて暗転した格好
だ。
⦿人員整理が明らかになった主なﾕﾆｺｰﾝ＝◦ﾍﾞﾀﾝﾄｳ（ｵﾝﾗｲﾝ教育）◦ｱﾝｱｶﾃﾞﾐｰ　◦ｶｰｽﾞ24（中古
車販売）　◦ﾌﾟﾘﾝｷｯﾄ（食料宅配事業）◦ﾓﾊﾞｲﾙ・ﾌﾟﾚﾐｱ・ﾘｰｸﾞ（ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ）　◦ﾐｰｼｮ（ｿｰｼｬﾙｺﾏｰｽ）

＊①ﾊﾞｲｵ薬　生産受託広がる…旭化成、米社買収/帝人は再生医療
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 市場拡大　1兆円争奪
医薬業界で生産受託の動きが広がっている。大型新薬の主力が従来の低分子薬から、複雑
な生産技術が求められているﾊﾞｲｵ薬にｼﾌﾄしたことで、医薬品の開発製造受託（CDMO）需要
が拡大。ﾊﾞｲｵCDMO市場は1兆円に迫る規模まで拡大し、なお成長が見込まれる。旺盛な需
要を取り込もうと、旭化成や韓国ﾛｯﾃなどが相次ぎ参入する。
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＊TSMCに巨額支援　果実は…日本企業へ還元不透明
　　　　　　　　　　　　　　 つくばの拠点始動、熊本新工場に助成
半導体大手の台湾積体電路製造（TSMC）は２４日、茨城県つくば市に設けた研究開発ｾﾝﾀｰ
を本格的始動した。日本政府が約190億円の助成で誘致し、次世代半導体の製造技術の確
立を狙う。日本はTSMCが熊本県に建設する新工場にも助成を決めたばかり。経済安全保障
上などの観点から計約5千億円に上るTSMCへの支援が必要との立場だが、日本は果たして
巨額支援に見合った果実が得られるのだろうか。
⦿政府支援の問題点
　①つくば市「助成金約190億円：次世代製造技術（3次元実装の確立）」
　　　➤TSMCが確立する新技術が、どう日本に還元されるか不透明
　②熊本県菊陽町「助成金約4760億円：半導体の安定調達」
　　　➤生産する半導体がｿﾆｰ向けに偏り、経済安保にならない恐れ

＊①中ロ震源の肥料危機…ﾚｱｱｰｽの教訓生かせ
国内の農業生産を支える化学肥料の安定確保が危機に直面している。日本が原料の多くを
依存する中国は輸出を規制し、有力輸出国であるﾛｼｱやﾍﾞﾗﾙｰｼからの調達も難しくなった。
化学肥料は主に3つの要素から成る。植物の成長を促す窒素（N）と開花・結実を助けるﾘﾝ酸
（P）、根の発育を支えるｶﾘｳﾑ（K）だ。ﾘﾝ酸の原料になるﾘﾝ鉱石とｶﾘｳﾑ鉱石は海外に偏在す
る地下資源であり、日本は中間原料の形で輸入している。ﾘﾝ酸ｱﾝﾓﾆｳﾑ（NとPを含む）は20年
7月～21年6月は51.2万ﾄﾝ輸入し、その90%を中国が占める。中国は米国との対立が厳しくな
る中で食料安全保障に傾斜し、肥料原料も囲い込む姿勢を鮮明にした。昨年12月くらいから
日本の調達が滞るようになった。

＊中国「50万円EV」急減速…原料高値上げ　参入増え競争激化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中価格帯が主戦場に
日本円で約50万円という格安なEVのﾌﾞｰﾑが中国でしぼみつつある。火付け役の「宏光MINI
EV」の販売台数は5月まで2ヵ月連続で前年実績を割り込んだ。原材料高などに伴う値上げ
や、同車種の人気をみて参入した他社との競争激化で市場が飽和した。各社とも原材料の高
騰などで利幅の維持が難しくなっており、主戦場を中価格帯にｼﾌﾄしつつある。
⦿格安EVの値上げが相次いでいる「発売時期、最低価格万元」
・功光MINIEV（上汽通用五菱）＝「20/7、3.28」3月値上げ、4月前年割れ
・QQ冰淇淋（奇瑞）＝「21/12、3.99」4月2.99万元受注停止、他値上げ
・奔奔EｰStar（重慶長安）＝「20/4、6.98」4月2.98～5.38万元は受注停止
・欧拉・黒猫（長城）＝「20/7、6.98」2月受注停止、14万元の「好猫」注力

＊②
中国がﾚｱｱｰｽの対日輸出を止めた問題と構図は似る。当時のﾚｱｱｰｽのように輸出が止まっ
ていないものの、まずは代替調達先の確保が急務だ。ＪＡ全農はﾘﾝ鉱石の主要国であるﾓﾛｯ
ｺからの調達に踏み切った。塩化ｶﾘｳﾑの輸入量で計26%を占めるﾛｼｱ産、ﾍﾞﾗﾙｰｼ産などの代
替と合せ、100億円の緊急支援策を決めた。
・食料危機の足音が高まると自給率の向上を、という声は増える。ただ、肥料原料が調達でき
なければ国内の農業生産は揺らぐ。食糧安保は肥料や、農業機械などに使う石油の確保、
海上・国内輸送をいかに安定させるかという幅広い視野で考える必要がある。

＊G7（首脳宣言）、食料支援に6000億円…中国念頭「現状変更に反対」
主要7ヵ国首脳会議は28日、首脳宣言を採択して閉幕。露への制裁強化とｳｸﾗｲﾅへの支援拡
大で合意、途上国への食料の安定供給の為45億㌦（約6千億円）を追加供出。覇権主義的な
動きを強める中国に、首脳宣言では東・南ｼﾅ海での「力による現状変更への反対」を明記し
た。
⦿G7首脳宣言・生命のﾎﾟｲﾝﾄ
　①露産石油価格の上限設定措置の導入②中国に対し、ｳｸﾗｲﾅからの即時撤退を露に求め
るように要求③東・西ｼﾅ海の現状を懸念、力による一方的な現状変更に強く反対④台湾海峡
の平和・安定の重要性を確認、台湾問題の平和的解決を促す⑤気候変動対策に意欲的な
国・地域による「気候ｸﾗﾌﾞ」に年内設立⑥途上国のｲﾝﾌﾗ支援に官民6000億㌦（約82億円）を
今後5年間で⑦途上国の食料安定供給に45億㌦（約6千億円）を追加拠出

＊BMW、中国でEV反攻…瀋陽に新工場　年産能力最大40万台
　　　　　　　　　　　　　　　　　高級車市場で専業勢に対抗
独BMWがEV専業ﾒｰｶｰに押される中国で巻き返しへの一歩を踏み出した。約3千億円かけ建
設した遼寧省瀋陽市の新工場を23日に稼働した。高級車市場では外資系4社が高いｼｪｱを
握ってきたが、米ﾃｽﾗや新興企業の猛攻を受ける。BMWは新工場をEVの中核生産拠点に育
て、中国販売全体に占める比率を25%に高める。



2022/6/30 東南ｱｼﾞｱ

2022/6/30 経済 ＊三越伊勢丹　中国・成都店を閉鎖…年末に、日系撤退相次ぐ
三越伊勢丹HDは、中国四川省成都市で営業する百貨店「成都伊勢丹」を12月末で閉店す
る。賃貸で入居する土地と建物の所有者が物件の売却を決めたため。従業員など関係者に
は閉店を通知した。18年に別の複合施設にｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ業態の店舗を開いたが、これも閉鎖
の見通し。
・三越伊勢丹ＨＤは14年までに10店舗展開計画だったが、反日ﾃﾞﾓなど環境が悪化。上海や
天津など5店舗にとどまっている。

＊5G人材　東南ｱで育成…基地局整備　日米、中国に対抗
日米が連携し東南ｱｼﾞｱで高速通信規格「5G」の基地局整備に関わる人材育成に乗り出した。
米国は複数ﾒｰｶｰの機器を組み合わせ、基地局などの通信網を整備する「ｵｰﾌﾟﾝRAN」の教
育機関をﾌｨﾘﾋﾟﾝに設立。日本の総務省や通信大手が協力する。各国の経済安全保障に直結
する通信分野で、中国が影響力を強めていることに対抗する。
・ｵｰﾌﾟﾝRANは一つのﾒｰｶｰに依存せず、様々な機器が選択できる仕組み。1社で通信網を構
築する中国大手などに頼る状況を解消する。5月の日米首脳会議で競争強化に向けた共同
文書に2022年に東南ｱｼﾞｱで教育機関を立ち上げる方針を盛り込んでいた。
・ﾄﾞｺﾓはｵｰﾌﾟﾝRAN方式で機器輸出の活路を見出す。海外市場を開拓。


